








要約;

 母子保健サービスの市町村への移譲が約 10 年後には軌道にのり市町村が母子保健計画を

立てて自立していくと考えられるが、小規模町村では担当職員を確保しにくいこともある

と考えられる。

  その際、 どのような方策があるかをまとめた。その内容は、  1.県(保健所)の支援を

続けてもらう、  2.担当職員の確保に努力する、  3.担当職員の確保をしにくい場合、  1)

県から自立する時期について、  2)乳幼児健診へのパソコン使用について、  3)個別方式

で配慮すること、  4)判定委員会について、  5)視聴覚のスクリーニングについて、 6)

栄養及び心理上の間題について、7)歯科健診について、  8)検尿について、  9)健診結果

の効率的活用、  10)経費について、である。


